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[事実の概要]

　不動産の売買賃貸仲介業者である原告Ｘは、被告Ｙ銀行から自社ビル購入のための資金として約２０億円を借りていた。その借入れ金利が上昇し、前払い金利と上昇金利との差額を支払う必要に迫られていた（当時のプライム・レートは６・２パーセント）。Ｘは、Ｙの担当支店長代理である訴外Ａにその対策として低利で資金を調達できる金融商品の紹介を依頼した。Ａは、オーストラリア・ドルの借入と為替予約を組み合わせることによって実質円金利を下げる金融商品を紹介したが話はまとまらなかった。次に本件「パッケージローンタイムリー予約型」という名称の金融商品を紹介した。その内容は、次のような通貨予約をともなうインパクト・ローンと為替オプションの組合せの商品であった。Ｘは、Ｙから７００万米ドルを借り入れ、３ヶ月後（平成２年３月２６日）にこれを返済する。借入時の円転換レートは１ドル１４４円６５銭とする。返済時の外転為替レートを予約しそのレートを１４３円３３銭とする。米ドルの借入金利は年利９．０６２５パーセントと高利であるが、あらかじめ決められた円ドル為替レートを適用する結果、円ベースの金利は年５．４パーセントと低利となる。このインパクト・ローンと別にＸは別のドル先物売り予約をする（すなわち、ＸはＹにドル買いの為替オプションを与える）。金額７００万ドル。契約価格は１４２円７５銭。行使期日はインパクト・ローンの返済の４日前である平成２年３月２２日とする。ドルの受渡期日は同日とする。付帯条件として、行使期日のドル相場が契約価格よりドル安円高になっていた場合には、Ｘはドルを売ることはできない。また逆に行使期日のドル相場が契約価格よりドル高円安になっていた場合には、Ｘは契約条件通りドルをＹに売却する義務がある（すなわち、Ｙは手持ちのドルがなければ、より多くの円貨を払って他から７００万ドルを買いこれを契約価格の１４２円７５銭ベースでＹに売却しなければならないことになる）。さらに、行使期日までにドル円相場が目標の１３９円７５銭を一度でも超えれば、このドル先物売り予約は消滅する、という条件が付いていた。この金融商品は、為替のオプション契約が同時になされることによって、インパクト・ローンの借入時のドルの円転レートが有利に設定され、その結果、円建て実質金利が上記のように安くなるという商品であった。

　この金融商品を利用した場合には、オプションの契約価格より円高になった場合には、借主たるＸは円実質金利５．４パーセントという低利を享受できるが、逆に円安になった場合には、大きな為替差損を被る可能性がある（この場合には、さらに別のオープン・インパクト・ローンを導入して７００万ドルをＹに引き渡すことによって、オプション契約を履行し、為替差損の発生を先送りすることは可能である。）。したがって、この商品は円高傾向に賭ける投機的商品であり、低金利を利用できる代わりにハイリスクの商品であるということができる。

　このため訴外Ａは、Ｘに対し、本件商品を導入した場合の例を具体的に記載した書面を示し、ドル建てインパクト・ローンの予約付きとドル先物売り予約（為替オプション）が組合わさった商品であること、為替オプションの行使期日までに円相場が目標相場を一度でも超えれば、あるいは行使期日に円相場がオプション契約価格を超える円高になった場合には、実質金利の５．４パーセントの負担で済むこと、しかし、その他の場合には、Ｘは為替市場からドルを調達しなければならず、調達価格とオプションの契約価格との差額について為替差損を被ること、しかしこの場合にも市場からドルを調達する代わりにオープン・インパクト・ローンでドルを借り入れてこれをＹに引き渡すことにより、実損の発生を回避できること、などを説明した。さらにＹの原宿支店長訴外Ｂは、Ｘの代表取締役訴外Ｃに対して「社長、この商品はリスクがありますよ。円高狙いの商品ですよ。もし、１円ぶれても７００万ぶっとびますよ。」との言葉で説明した。Ｃは、Ａの求めに応じてパッケージローンタイムリーの仕組みおよび現局面での具体的リスクを十分理解している旨を記載した「パッケージローンタイムリー導入に関する念書」をＹに差し入れた。

しかし、その後、円相場は期待に反して為替オプションの行使期日までに一度も目標相場を超える円高にならず、行使期日においても契約価格より円安であった。Ｘは、Ｙからの別の借入についても円高を予測しオープンインパクトローンに借り替えており損失が発生していた。ＸはＹから本パッケージローンの行使期日に８０００万円位の実損がでていることを告げられると、初めて異議を申し立てた。そして、ＡおよびＢがＸに対してこの契約の危険性を十分説明せず、これによって低利の資金調達が可能であるかのように述べたため為替差損を被ったとして、不法行為を理由に損害賠償を求めて本訴を提起した。

 [判旨]
　第１の争点は、本件契約の紹介および説明行為の内容であるが、この点については「本件契約につき、行使期日までに円相場が目標相場を超える円高にならず、かつ、行使期日にも円相場が契約価格より円安となった場合には、ドルの市場調達価格と契約価格との差額につきＸに為替差損を生じ、これが全部Ｘの負担となること、……（を）右契約の締結時までにＣに対し、書面及び口頭で十分説明していたものというべきである」と述べている。

　第２の争点は、この紹介および説明行為が社会通念上、銀行員が取引のため顧客に対してする行為として、違法性を有するか否か、という点である。この点については、判決は「銀行員が本件契約締結のため顧客に対してするものとしては、相当であり、社会通念上何ら違法性を有するものではないというべきである。……Ｃは、銀行から２０億円もの借入れをして事業をしている経済人であり、円ドル相場がさまざまの要因で変動し、予測も困難で、その動向についてはさまざまの見方のあることを、常識として理解していると解される……。……本件契約の説明としては、原告の権利義務の内容とそれを基礎付ける条件に関わる……認定の事実程度の説明をもって十分というべきであ（る）」としている。
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